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Ａ．研究目的 

 我が国の妊産婦死亡については、死亡届・死

亡診断書にもとづく政府統計や、日本産婦人科

医会による妊産婦死亡報告事業による報告が

ある。しかしながら、妊娠により病態が悪化し

て死に至ったのかの判断が必ずしも容易では

ない、死亡診断書を作成する医師が妊娠・出産

についての情報を必ずしも把握しえるわけで

はないといったことから、妊産婦死亡の正確な

把握の難しさは諸先進国でも指摘されている

ところである。そこで、生殖可能年齢の女性の

死亡票と出生票・死産票をリンケージすること

で、妊娠中および出産あるいは死産から 1年未

満に起こった女性の死亡例を抽出し、我が国の

妊娠中から産後 1 年未満の女性の死亡の全体

像を把握することを目的とし、研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 生殖可能年齢の女性の死亡票の詳細と、死亡

票と出生票・死産票のリンケージより、妊娠中

から産後 1 年未満の女性の死亡の全体像を把

握することとした。 

  

【分析に用いた調査票】 

人口動態調査 死亡票・死亡個票 2015−2016 

 （ただし 12歳から 60歳の女性に限る） 

人口動態調査 出生票・出生個票 2014−2016 

人口動態調査 死産票・死産個票 2014−2016 

 

【分析方法】 

1.データセットの作成 

 今年度は、厚生労働省から提供を受ける死亡
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個票について、電子化されていないデータも画

像データとして提供を受け、電子化することに

より、個票データも全て網羅した死亡データベ

ースの作成を行うこととした。 

 厚生労働省から提供を受けた 2015 年 1 月 1

日から 2016年 12月 31日までの死亡票と死亡

個票、2014年 1月 1日から 2016年 12月 31日

までの出生票と出生個票、死産票と死産個票を

事件簿番号、住所コード、保健所コード、死亡

年月日/出生年月日/死産年月日を用いてリンケ

ージし、死亡・出生・死産のデータベースを作

成した。さらに 2015年、2016年の死亡データ

ベースと 2014 年から 2016 年の出生データベ

ース、2015年、2016年の死亡データベースと

2014年から 2016年の死産データベースを、母

（女性）の氏名、生年月日あるいは年齢、さら

に死産データベースとのリンケージでは死産

データベースが母の年齢のみの情報であるた

め、住所地コードも使用してリンケージを行な

った。 

 死亡データベースからは ICD分類で Oコー

ドがつけられて妊産婦死亡とされた症例、妊娠

関連語句が死因の記載に含まれていた症例を

抽出、さらに先の出生データベース、死産デー

タベースと死亡データベースとのリンケージ

で抽出された分娩より 1 年未満の死亡症例を

統合し、重複を除いて、妊娠中および産後 1年

未満に死亡した女性のデータセットを作成し

た。 

 

2．分析 

 妊娠中および産後 1 年未満に死亡した全症

例について、死亡票・死亡個票の情報に、リン

ケージで明らかになった出産・死産の情報を加

味して、2人の産婦人科医が独立して死因のレ

ビューを行い、英国で用いられている妊産婦死

亡の分類 1)を用いて死因別に集計した。（分類

が合致しなかった場合は第三者を交えた討議

により解決した。）死因分類別死亡数、死亡率

を集計し、これを政府統計と比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針（平成 26年文部科学省・厚生労働

省告示第 3号）を遵守して行われた。また、人

口動態調査における調査票情報の提供につい

ては、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33

条の規定に基づき行われた。本分担研究を含む、

全体の研究計画および用いられる手法につい

ては、国立成育医療研究センター倫理審査委員

会より承認を受けている。 

人口動態調査に含まれる氏名情報を含むデ

ータの利用場所は限定されており、それ以外へ

の持ち出しは禁止されている。データ利用に係

るコンピュータは ID・パスワードの設定によ

るアクセス制限、アンチウイルスソフトの導入、

最新セキュリティパッチの適用などのセキュ

リティホール対策の導入、スクリーンロックの

導入が図られており、漏えい防止等の措置が講

じられている。また、中間生成物は全て外付け

のハードディスクに格納し、コンピュータに内

蔵される記憶装置には集計情報以外の一切の

情報の蓄積を行わない。さらに、これらの情報

を利用しない時には、当該外付けのハードディ

スクをコンピュータから外し、利用場所の施錠

可能なキャビネットに施錠の上保管するなど、

十分な情報管理を実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

 リンケージにより、2015年 1月 1日から 2016

年 12 月 31 日までの妊娠中および産後 1 年未

満の女性の死亡 357例が抽出された。死亡の時

期が明らかになった症例のうち、妊娠中から産

後 42日以内の死亡は 132例であり、直接産科



 

 

死亡が 83例（うち自殺が 17例）、間接産科死

亡が 24例、原因不明や偶発死亡が 25例であっ

た。また、産後 43日以降 1年未満の死亡は 220

例であり、直接産科死亡が 91例（うち自殺が

85 例）、間接産科死亡が 56 例、原因不明や偶

発死亡が 73例であった。統計上妊産婦死亡や

後発妊産婦死亡とされていないが、妊娠と関連

している可能性がある死亡が認められた。また、

妊娠中から産後 1年未満の死亡のうち、最も多

かった死因は自殺の 102例であった。 

 

Ｄ．考察 

 人口動態調査データのリンケージにより、

2015年、2016年の妊娠中から産後 1年未満の

女性における死亡を抽出することが可能であ

った。しかし、氏名や住所地が変更された場合

は死亡データベースと出生データベース・死産

データベースがリンケージされないなど、人口

動態調査データにレコードリンケージ手法を

適用して産後 1 年未満の死亡を抽出する方法

の限界も認識された。 

 統計上妊産婦死亡や後発妊産婦死亡とされ

なかったが、死因が妊娠と関連している可能性

がある死亡例が複数見つけられた。ただし、本

研究で行った死因分類は、死亡票・死亡個票に

記載されている事項に、リンケージすることに

よって得られた出産・死産の情報を加味して死

因を推測したものであり、詳細な臨床情報にも

とづいた場合の判断とは異なる可能性がある。

また、2015年、2016年の時点では政府統計に

おいて妊産婦死亡や後発妊産婦死亡に分類さ

れないこととなっていた自殺例を把握するこ

とができた。 

 2017 年から死亡診断書に妊婦または出産後

1年未満の産婦が死亡した場合は、産科的原因

によるかを問わず、妊娠または分娩の事実を記

載するよう改正されており、今後、妊産婦死亡

症例の把握率上昇も期待されている。 

 

Ｅ．結論 

 死亡票に出生票・死産票をリンケージするこ

とで、死亡した女性の出産に関する情報を把握

することができた。この方法は産褥婦の自殺例

や後期妊産婦死亡例の把握に有用であった。 
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